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『企業社会責任の経営学的研究』
（自桃書房　1994年）
小　林　俊　治
　1945年の第2次世界大戦終結以来，わが国では，例外もあるが，一般的に言って，企
業規模の拡大とともに，株武会社における所有と経営の分離がすすめられた。その結果，
企業（株式会社のこと）を構成するステークホルダーのうち，まず，経営者，労働組合，
金融機関，および関係省庁（GHQを含む）が大きな発言権をもつようになった竈消費
者やマスメディアが影響力をもつのは，それよりあとの1960年代に入ってからてあ
る。
　とくに経営者は，非軍国化した，民主主義国家における社会のリーダーの一員として，
これまで以上に社会的責任を果たすことを要求されるようになった。1955年には，日本
生産性本部（現社会経済生産性本部）が設立され，1956隼には経済同友会の「経営老
の社会的責任の自覚と実践」という決議が発表された。それは，経営者の社会意識の前
進をしめすマニフェストであった。また，政治的にも，いわゆる「55隼体制」がスター
トし，構造的に安定してきた。マクロ経済としては，1956年から「神武景気」がはじ
まった。
　そうしたコンテクストのなかで，本書の蕃者によれば，1960年にH．R．Bowenの『ビ
ジネスマンの社会的責任』が翻訳・出版されたことにより，企業の社会的責任という概
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念が広く用いられるようになった。また，山城章は，当時すでに，経営自主体という考
え方に基づいて，企業の対境関係から，企業の経営者の社会的責任の問曇を指摘してい．
た。森本教授は，そうした経営学のこの分野の内外の業績を踏まえて，199q年代の新し
い企業の社会責任（Corpo・ate　Social　Resp㎝sibility＝CSR）の問題を詳細に論じる。
本書の構成は以下のとおりである。
序章　企業社会責任の問題性とその研究系譜
第ユ編　企業杜会責任の本質と内容
　第、ユ章　現代企業の構造と制度的性格
　第2章　企業社会貢任の本質と範囲
　第3章　企業社会責任の具体的内容
　第4章企業社会責任の現実と実践上の諸問題
第2編　企業社会業績の測定・評価
　第5章　社会業績測定・評価法の体系と類型
　第6章　社会業績測定・評価の原点
　第7章　社会業績測定・評価法としての名声評価
　第8章　社会業績測定・評価法としての企業考課
　第9章　CEPの企業考課
第3編　企業社会業績と経済業績の相関
　第ユO章企業社会責任の実証理論研究
　第u章　社会業績と株式市場業績の相関研究
　第12章　Aupperle　et　a1．の社会業績・会計業績相関研究
　第13章　CochrarWoodの社会業績・会計業績・市場業績相関研究
　第14章　McGuire　et　al．の社会業績・会計業績・市場業績相関研究
第4編　企業社会責任の実践理論
　第15章　実証理論研究の知見と規範理論の統合
　第16章　企業社会貢任の実残と社会戦略
　結　章　企業社会責任の展望と課題
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　以下，各章ごとに内容を検討してみよう。
　序章では，一、まず、現代牟業のも？社会的影響力の大きさが指摘され孔そして；丁企業
がもつ社会的権力の行使について正当性を獲得すること」が，「CSRの問題性」である
ことが主張される。その場合，正当性とは，「行動が社会的ド受容される度合」と定義
される。また，責任とは「自己が引き受けてしなければならない任務」と定義され，権
力は「他者の意思と行動を左右する作用」と定義される。
　次に，CSRの研究の系譜が以下のように図解される。
（図0－2）企巣社会責任の研究系諮
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　第1局面では，演鐸的に，企業のあるべき姿を提示することに関心がおかれる。、それ
ゆえ，規範論的にな乱著者によれば，経営学においては’1924年にSheid㎝がはじ
めて，social　responsib111tyという用語を用いて，その必要性を主張した。また，著者
は，CSR反対ないし消極論とそれを論破するために展開される積極論と，があることを
指摘し，後者，すなわち擁護論もこの局面にはいり，」それが今日までつづいているとみ
なす。著者は，CSR積極論をとり，それが現在の牽数意見であるとする。第2局面で
は，第1局面で定立された命題を実践するための技術論的研究がなされ糺」CSRの実
践状況パ社会貢献（社会業績s㏄i乱1p？rfqmance三Sp）．の測定などが研究される。環境
監査の研究もこの局面に入る。ただ，著者によれば，この局面の研究は，現実の変化に
対応できないため，いまは停滞している。
　箏3局面の研究の中心1キ・SPとEP（ecommic　per｛om細ce企業経済業績）との関
連に関する実証研究である。また，SPと企業…規模との相関関係なども研究する一。
　序章の最後で，著者は，以上の3つの局面の成果に基づいて，新しい理論仮説を導出
し，その実践のための企葦の新しい社会戦略の構想を提示すろことが，本書の基本的意
図であると述べる邊
　第1編では，上述の第1同面が論議の対象になる。すなわち、CSR積極論の理論的
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根拠づけである。
　第1章は，「現代企業の経営管理の根本課題は，多元的な相利共生を発展させながら，
その中で啓発された自利を追求すべきことになる」ということを主張する曲その場合，
企業は，ひとつのシステムとして，貢献配合システム，経営システムおよび誘因配分シ
ステムよりなるものとされる。すなわち，各貢献者からは量的・質的・時間的に整合性
ある資源を確保し，それにたいしては公正な誘因が配分される。経営システムは，企業
にインプットされた各要素から生産性の高いアウトプットをもたらすよう人間の集団で
ある企業を管理する。そこでは，収益性，合法性，および合法性をこえた倫理性の三点
が追求されなければならないとされる。さらにまた，現代企業が，たんなる生業でもな
く，また資本家の利益を追求する資本家的企業でもなく，一定の目的，意思，行為準則
をもつ継続的事業体である，制度的企業であることを指摘する。そして，それは，権力
をもつと同時にそれに見合った責任ももつという権力・責任均衡の原理にしたがわねば
ならないのである。最後に著者は，環境王体　　著者のステークホルダーの訳語一一に
企業の行動結果を積極的に開示する必要性を強調する。そして，社会から正当性を獲得
することが本質的に重要なことであり，正当性の高い企業は，有効性も高いという実証
研究のあることを指摘する。
　第2章では，「CSRの神髄は，企業ミニマムとしての合法性を超えて，自発的に社会
の期待を汲み上げ，それらを先取りして対応することである」と述べ，倫理の問題を指
摘する。また，そこで功利主義と義務論の違いも説明され，ロールズ的な配分の正義の
実現が重要視される。次に，企業社会責任の消極論と積極論とが詳細に論じられる。
　消極論は，フリードマンとハイエクによって代表される。これは，企業は資本的企業
に徹すべきであるという考え方に基づいており，それによって，結局，社会にも貢猷す
るというものである。それゆえ，消極論も企業の社会的役割を否定するものではない。
積極論は，制度的企業観に基づき，企業はよき企業市民として，経済的機能を超えた役
割を果たさなければならないというものである。
　なお，薯者は，積極論の論拠を次の5点に整理する。すなわち，1．制度的企業観，2．
ステークホルダー・アプローチすなわち環境主体と企業の相互信頼関係の必要性の観点，
3．権力・資任均衡の原理，ないしノブレス・オプリッチのため，4、規制を回避し，自由
経済体制を擁護するため，5、化学会社が廃物をリサイクルするという社会貢献と本業と
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を両立させるような，潜在的事業機会論からの積極論，である。そして，著者は，消極
論は，1960年代以降の現実状況に対応できないこと，利己心と利他心とを両立させる
「啓発された自利」を考慮していないことなどの理由で，支持できないとする。
　第3章は，企業社会責任の具体的内容を明らかにする。そこで，著者はこの問題にた
いする種々の論者のアプローチを紹介・検討し，最後にA．B．Carro1lのモデルを修正
した，図のような3次元モデルを構築する。
　図で，水平軸にステークホルダーなどの期待の源泉，垂直軸に責任の範鷹｛責任のレ
ベルとも言える），そして，第3次元の立体軸で，企業側の社会責任問題にたいする姿
勢，すなわち賛同（プロソシアル）から反発（リアクション）までがしめされる。この
図は，理論と実践とをつなぐのにきわめて有効なものであると言える。
　第4章では，日本の企業社会責任の具体例が示される。それは，上述の経済同友会の
（図3－6）　CRS修正3次元モデル（例示は典型的なもののみ）
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決譲を第1段階として，1991年の証券不祥事件を第5段階とする，5段階に区分される。
第1段階は，実践の必要性の認識段階，第2段階は，1960年代後半から70年代前半で，
企業性悪説に対処した時代であり，実践の当初段階，第3段階は1970年代中葉の石油危
機における企業倫理が問題になった時代で，実践の本格化段階，第4段階は1980年代以
降の経営の国際化にともなう企業の杜会貢献が求められるようになった時代で，実践の
全面化段階，第5段階は，実践の個性化段階である。著者は，今日では，社会の少数派
の処遇の問題や地球環境間題などが重要であると指摘する。そして，著者は，例外的に
素晴らしいCSRの実践を示す企業もあるが，日本では大体において，確園たる理念の
裏付けもない，横並びの実践であるとし，企業のこの面における，自主性のなさを，鋭
く指摘する。
　第2編は，SPの測定と評価法を検討する。
　まず，第5章は，SPの測定と評価法を四類型に整理する。
　第一類型は，内部測定・内部評価（内部測定・評価）
　第二類型は，内部測定・外部評価
　第三類型は，外部測定・外部評価（外部測定・評価）
　第四類型は，外部測定・内部評価
　著者は，類型3（第三類型のこと）が重要であるとする。つまり．第三者による公正
な測定・評価が，SPの性格上，基本的なことなのである。ただ，その場合，類型3は，
AとBに分けられる。類型3Aは，特定企業のSPを他企業や行政が自分たちの目
的のために，測定・評価する場合であ㍍類型3Bは，行政，消費者団体や環境保護
団体などが，SPを測定し，その評価を消費者に任せるものである。第三者がどこまで
企業のSP関連情報をえられるかという問題もあるが，著者は，この類型3Bを理想
的とみなしている。その実例が，後で説明されるCEP（経済優先問題協議会）の企業
考課である。また社会会計・監査についてもその方法と問題点が指摘されている。その
場合，第2局面では，インベントリー法，費用法，および費用・便益法が，第3局面で
は，内容分析，名声評価，企業考課が採用されるべきであると主張される。インベント
リー法とは，1970年代のバンク・オブ・アメリカの実例が有名であり，企業がSPのた
めになにをしたかが評価の対象になる。例えば，同銀行の場合には，低所得者層向けの
特別住宅ローンの開始などが外部評価の対象になる。
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　さらに薯者は，費用・便益法によるC．C．AbtやR．W．Estesの社会監査について詳
論する。最後に，今日またあらたに注目されてきた，環境監査が類型2であることを指
摘している。
　第6章は，社会監査の原点をつくったといわれるKreps（スタンフォード大学教
授）の1940年の著書を中心として，彼の所説を検討する。著者によれば，Krepsは，
「企業が，社会に財やサービスを提供するシステムであるため，その目標，倫理，及び
行動は，社会の目標，希求水準，及び福祉と不可欠のものでなければならない。このよ
うな観点に立てば，企業が社会に対してその機能をいかに遂行しているかをテストする
必要が生じる」と認識していた。そして，Krepsは，そうした社会業績（SP）のテス
トの基準として，（1）雇用，（2）生産，（3）消費者の獲得した製品やサービスの価
値とみなされる，請求された消費者努力，（4）企業の正味受領分である，吸収された
消費者資金，（5）支払賃金．（6）配当・利子，の6種の基準をもちいる竈ただ，その
基準は，指数として表され，1923年から25年の3年間の平均を指数のべ一スとした。企
業のこうした数値が高くなればなるほど，杜会に貢献していると見傲すのである。
　次に森本教授は，Krepsによって，労働者や顧客の犠牲の上に資本側の擾遇をしたと
いう，厳しい評価が下されたATTとアメリカの電信・電話産業の社会業績評価の妥当
性を検討する。独自にレーダー・チャートを作成するなど．綿密な検討の結果，当時，
電話自動交換機の導入期というテクノロジーの革新にさいして，ATTが省力化をせざ
るをえないことなどを考慮すれば，同業他杜とくらべて同社がKrepsに指摘されてい
るほど，反社会的ではないと，薯者である森本教授は主張する。そして，Krepsの所説
の現代的意義は，たとえ地域社会が考慮されず，またそれが経済的成果を重視するSP
の色彩が濃いとしても，生産という社会的機能の成果やその配分の正義をオープンに監
査することを主張していることを，著者は評価している。
　第7章は，名声評価くreputati㎝evaluati㎝）を究明する鉋名声評価とは，上述の類
型3の外部測定・評価法であり，企業の社会責任（CSR）の遂行状況をランタづけする
ことである。著者は，本章で，8鮎伽s“〃∫oc的Rω｛榊（8∫R）誌の主任編集者であ
るMoskowitzの個人的評価，また同誌による産業人アンケート方式の名声評価，経営
学専攻研究者対象のアンケート方式の名声評価，および舖Rの消費者による名声評価
を検討している。例えば，環境にたいして配慮している企業は，高く評価され，汚染源
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となっている企業はワーストの方に評価される。著者によれば，こうした名声評価は，
回答者が対象企業や業界およびCSR一般にかんする充分な情報をもっている場合には
それほど的外れの評価はでないが，そうした情報が不足している場合には正確ではなく
なる。ゼロックス，IBM，シアーズなどは，どの方法による評価でも高い名声をえて
いる企業である。著者は，こうした名声評価法が，妥当性をもつためには，複数専門家
による絶対評価を，点数法で総合することが技術的必要最低条件とする。っまり，でき
る限り客観的な評価をするには，專門家による評価が望ましいのである。
　第8章は，企業考課（corporate　rati㎎）による評価は，工970隼代におけるその揺藍期
には，CSRを遂行している企業に株式投資をするなどのためになされた。しかし，著
者は今日の視点から，企業考課を「外部環境主体が対象企業自体の開示したものを含む
広範な惰報を収集・操作して，当該企業のSPを総合的に測定・評価する手法」と定義
している。そして，日経方式，日本生産性本部方式，さらに通産方式などを詳細に紹介
し，問題点を明快に指摘している。例えば，「新しい経営力指標：定性要因による企業
評価の試み」（ユ976年）による通産方式は，製造業478社から回答をえたものであり，き
わめて単純化していえば，まず企業行動の必要最少要講を，マスコミなどがさきばしっ
て企業が守るべき基準とするホワイト・ゾーン、ほぼ国民的合意が達成されている要請
であるグレイ・ゾーン，法律によって禁止されている行動が属するプラック・ゾーンの
3種に分類する。そして企業がCSRをはたすべき対象を，1．対地域社会，2．対消費
者・ユーザー，3．対従業員，4．対社会一般，とする。そして，例えば，対従業員の場合，
女性管理者の登用数，定隼隼令，賃金カット（不況対策）などがグレイ・ゾーンに属し，
臨時工の処遇度や従業員持株制度の導入などがホワイト・ゾーンに属する。そして，各
事項ごとに種々の統計操作をして，点数化し企業のCSR遂行度を評価する竈そうした
一違の作業のあと，SPと相関の高い要因が指摘される。著者は，その相関にかんして，
手厳しく批判する。例えば，通産方式によると，相関の高い順に，コンピュータ利用の
積極性（．364），勤労意欲を高める制度の実施数（．338），収益性（、292）などであり，
必ずしも現実的ともいえないのである。逆に，役員の外部導入割合（一．189）などは，
SPと正の相関がありそうである。要するに，薯者は，シンプル・マインデットなCSR
の計量化に警告を発しているのであ乱
　第9章は，有名なCEP（The　C㎝mi1㎝Ec㎝omic　Priorities）のCEP企業良心評価と
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CEP買物用考課（∫㈱昭伽也励倣W〃ld，1989年第1版）を紹介し問題点と慧義を
指摘している。CEPは，1969年にアメリカに設立された，企業のSPを外部評価する
機関であり，最初は，企業良心評価を公表していたが，一般消費者にひろく企業のSP
を知ってもらうため，現在は，最終消費者に役立つように編集されている上記の買物用
考課の出版などの事業をしている。また，EPとSPとが相関する傾向があるため，機
関投資家のなかには，企業のSPを投資決定の基準とする倫理的機関投資家といわれて
いる機関も出現している。そのため，企業良心評価では企業の環境保護対策が評価の中
心となっていたが，買物用考課では慈善的寄付，女健と社会的弱者の地位向上への貢献，
動物実験の頻度，軍事契約などについて，企業別と晶目・商標別にそれらの有無・程度
を記号によって示している。
　日本におけるCEP研究の先駆者である著者は，この買物用考課が，商晶そのものの
評価をしていないこと，また動物実験や原子力発電関連性には議論の余地があることな
どの聞題点を指摘している。さらに，著者はこのCEPの考課の本質が多数のCSR項
目の遂行状況にかんしてYes　or　Noの回答を求める，「単純であるが直裁にSPを測定
する方法である」倫理テストにあるとみなす。
　ちなみに．CEPの方法は，日本では朝日新聞社の『企業の社会貢渕において採用
されている。同書は読者に分かりやすく，買物するさいに企業のSPも考慮したい消費
者には便利である鉋ただCEPの本カ三ユOドル以内であり，スーパーで容易に手に入るの
にたいして，朝日新聞社のは2，900円である。両者の外形や内容が違うことを考慮して
も，価格に差がありすぎるといえよう。その差は，両国の消費者の企業にたいする態度
の違いを示しているともいえる。すなわち，アメリカにはそうした出版物を気軽に購入
するだけの社会的関心をもつ消費者が，総人口の違いを考慮しても，日本より多いとい
えよう。
　奉の第3編で俸企業のSPとEPとの相関に牟んする論理実証主義に基づく実証研
究が取り上げられる。それらは，いわ申るマートンの中範囲理論による理論命題を「実
証によって定立しようとする」のである。そして薯者は，この種の実証研究における
SP評価があとの章で説明される名声評価と企業考翠の新たに開発された手法をもちい
ることを強調する日
　まず第10章では・実証研究においては・「収益性対茸会性」あるいは「外部環境主体
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の好意形成は収益性を高める」といったようなSPとEPとの相関の検証が「CRS実
証研究の真骨頂」であることが指摘される。その視点から著者は，Abbott＝Monse皿の
社会開示・経済業績相関研究，Buehler＝Shettyの規模・業種・収益性と社会業績の相
関研究，およびBhambri雪S㎝nenfeldの組織構造と社会業績の相関研究を検討する、
著者は，SP・EP相関の研究のかなめは，1、対象企業の普遍性，2．SP・EP業績尺度の
適切性，3．テストの時問枠組みにあると主張する。著者は，調査企業の普遍性は、それ
がフォーチュン500社などを対象にすることによりえられるとする。どのEP尺度が適
切かは，判断するのが難しい。著者が指摘するように，たとえば投資家年間総収益率を
とるとすると，それはかならずしも企業の収益性を示さないため適切とはいえないので
あるが，総資産収益率の場合にはたいした支障はないとする。テストの時問枠組みとは，
研究にさいしてSPとEPとが時閻的にどちらが先行（独立変数）し，どちらが結果
（従属変数）をあらわすのか，などにかんして，論理的に首尾一貫している必要がある
ということを意味している。
　上述の3研究のうち，ここでは最後の研究（著者は前2研究にたいしては否定的）に
かんする著者の評価をみてみよう。この調査は，組織の情報処理アプローチの文献サー
ベイに墓づいて下記の仮説を検証するため林業6社と保険業7社を中心として，1980年
と81年にわたっておこなわれた。
　仮説1：公薬間題の情報について受容度の商い企業は，高いSPを示す。
　仮説21公共問題の情報を調整するため有効な統合機構をもつ企業は，高いSPを示
　　　　す。
　仮説3：公共問題活動が全般管理の決定において大きな影響力をもつ企業は，高い
　　　　SPを示す。
　データは企業の経営者，（保険業の場合，保険監督官も含む），従業員，環境主体（ス
テークホルダー）などとの面接や質問票（リッカート5段尺度法を多用）によってえて
いる。SPは名声評価によっている。そして，受容度は，経営者の公共問題にかんする
外部接触の広さなどにより測定し，統合機構（度）とはタスク・フォース利用の頻度，
指導的委員会の設置の程度ないし定着などにより測定される。影響力は，CEO，取締役
会，年次計画策定過程がどれだけ公共問題にたいして時間をつかうかなどにより判断さ
れる。結論的には，全体的には仮説は支持される。
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　薯者によると，この調査は上記の研究の3基準にてらすと，時聞枠組みなどに問題点
もあるが，仮説にある組織の3次元のうち特定の次元だけを強調するのではなく，「企
業が調整されたCSR対応組織をもち，惰報を最有力手段として戦略的に行動すること
が高いSPと相関する」ことを証明した点に功績が認められる。
　第ユユ章は，Fogler＝NuttとAle畑nder＝Buchho1t・の研究を取り上げている。前者は
「無責任会社の株式購入ないし株価は低落する」という仮説を，汚染多発型産業とみら
れる製紙業について，1971年からユ972年にわたる調査により検証した。その結果は，悪
材料が株価を下落させるという命題は，汚染については支持できない，また社会志向投
資家は無責任会社の株式を売却するかもしれないが，収益志向投資家にはそうした「株
式は安い買物」に思えるので，結局，株価は「本来のリスク織り込み済み価格」に移行
する，というものである。そしてまた，「投資信託の投資行動には，社会性はない」と
も結論づける。この研究では，SPはCEPの汚染管理状況（水質，粉塵，排ガス，臭
気）により測定され，とくに水質には，他より重い比重があたえられた。EPはPER
（株価収益率）とミューチュアル・ファンドによるオープン型投資信託の株式購入状況
により測定された。要するに環境悪化をもたらす企業行動とPERとの聞には，正の相
関はないなどといえるのである。
　後者の研究は，1970年から1974隼の企業のSPと普通株株価との間の相関を対象とし
ている。結果は，産業人による企業の名声評価などと株式市場業績や株式リスクの間に
有意の相関はない。つまり，そうしたものの問に正の相関も負の相関もみられないとい
うのである。
　著者は，上の二つの研究を綿密に検証して，「SP・EP相関研究は，短期的にはとも
かく，長期的にはSPとMPの聞に相関がないことをしめしている。そのことは，
CSR研究の第1局面で規範的理論が展開した，CSRの遂行が長期的には企業の存続・
成長に寄与する，との理論命題が、株式市場では，否定されないまでも少なくとも積極
的に成立していない，ということである」と結論する（MP＝株式市場業績）。
　第ユ2章はAupper1e＝Carrol1i腕t丘eldの1985年の研究，An　Empiric劃1E畑minati㎝of
the　Relationship　betw。㎝Co．porate　Social　Resp㎝sibility（A〃．28－2）を検討する。
そこでは，CSRが①経済的責任，②法的責任③倫理的責任（例，企業の清簾さと倫理
的行動は法と規制のたんなる服従以上であるとの認識），④裁量的責任（例，美術や舞
抑5
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台芸術の支援）の成分をもつとされ，それらと企藁の収益性（1隼と5年の資産収益率
ROA）との相関が検証された。その検証の縞果は，企業は経済志向をつよめるほど，法
的・倫理的・裁量的責任への志向を弱めるというものであった。著者は，ここでも綿密
に研究をフローして，「営利第一主義」が企業の倫理感を麻濠させることを裏付けると
結論づける。
　第13章では，1984年に発表されたC㏄hran＝Woodの企業社会感応とEPが検討され
る。そこでは，SPはMoskowit・の名声評価（優良，中間，劣悪）により溺定され，
EPは資産営業利益率，売上高営業利益率，超過市場価値（＝（自己資本の市場価値十
負債の帳簿価格一総資産）÷売上高），資産回転率，資産年令（純固定資産÷総固定資
産）で測定される。そして，設備の新しさなどの資産年令の若さがCSRには決定的に
重要であると緒論する。
　著者はこの研究について，上述の3墓準にてらして詳細に分析し，SP指標を検討し
ていない，また資産に偏ったEP指標をもちいているなどと厳しく批判している。
　第14章で取り上げる研究は、1988年（λ〃誌）に発表された，McGuire：Smd駆en
二SchneeweisのCorpor割teSocialResponsibilityandFimFinancialPerformanceという
論文である。この研究は，1983年一ユ985年を対象期問とし，フォーチュン誌の毎年1月
に発表される「名声評価」にリストアップされる98社ないし131社を対象企業としてい
る。そしてSP指標としては，その「名声評価」をつかい，またAP（会計桑績）と
MPをEP指標としてもちいる。APは，総資産収益率（ROA），資産，売上高成長率，
SP筥Fortune名声評価 83－85年評価①????????
?????
76 77 78 79 80 81 82 83 84 85
③ ④
　　図14－1　A岬阻1“M．SP・AP相関研究（1985）の時聞枠組
　　　　　　　　　　
・H鱗㍑驚分析鰐1鱗
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資産成長率，営業利益成長率（01G）によって測定する。APのリスク指標は，負債比
率，営業レバレッジ，営業利益の標準偏差である。MPは，リスク調整済み収益，アル
ファ，総収益で測定される。また，市場リスク指標は，べ一タ，組織的リスク，総収益
の標準偏差である（ともに株式市場分析の専門用語であるアルファやべ一タなどの上記
の各指標について，著者は詳しく注釈している）。
　著者は，こうした指標の妥当性を吟昧し，この研究でなされているSPとEPの相関
分析や回帰分析を詳細に検討する竈そして，薯者は，上述の3基準にてらし研究を評価
する。その結果，「フォーチュン」の「名声評価」リストによる対象企業の選抜は，普
遍性基準に合致している，またAP指標は「本業の業績を繁栄するものになっている
が」，「資産関連の比重が高い」と批判する。使用されたMP指標にはとくに問題ない
としている。とくに著者は，この研究の優れた点として時閻枠組の厳密性を指摘し，そ
れを著者自身により上図のように整理す乱
　第1分析は，他の研究にもよく見られる対応期のSPとEPとの相関分析である。
そこでは，1．高SP企業は，リスクが小さく，OlGは低いが，ROAは高い，2．低SP
企業は，リスクが大きく（告訴，罰金などの追加リスクが大きい），OlGも高いが，
ROAは低いという結論が導き出される。著者は，この分析からはEPとSPとの間に
一定の相関関係があるといえるが，その因果関係，とくにSPとリスクとの因果関係が
分らないと指摘する。第2分析と第3分析では，先行期のEPが後続期のSPのすぐ
れた予示指標となることを示唆している点に著者は，McG口ireたちの研究の長所をみ
る。そこから著者は，「安定した本業と商い全体的収益性がCSRを可能にし，それが
リスクを低下させて，以後の善性循環一高EP一積極的CSR一を生み出す」とい
う知見がえられることを指摘する。そして，著者は，CSR研究の初期に演緯的にいわ
れてきた，CSRが「長期的利潤極大化」や「制度維持」などに貢献するという「SP説
明変数仮説」が，さらにリスクと経営者の志向（社会志向か利益志向か）という要因を
考慮することにより，rリスクを条件とするSP説明変数」になると評価する。ただし，
著者は，上述の第1分析にみられた同じ期間のSPデータとEPデータとを比較するさ
いの時聞枠組において，高EPから高EPにいたるまでの循環過程に生じるタイム・
ラグを方法的にいかに設定するかが今後の最大の課題であると指摘する価
　以上，第3繍の要約をしたが，薯者は，各種の実証研究を丹念に分析し、閥題点を指
4η
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図15－4　SP・EP相関研究の知見
知見（1）
EP
SP
摘している。著者はとくにMcG．i．eたちの研究をその問題意識の明確性と使用する各
種の指標の適切性のため，高く評価している。
　第4編では上述の実証研究と規範理論の統合が述べられる。
　第15章は，本書でも検討された，これまでの主要なSPとEPの相関にかんする諸実
証研究の結論を図表化し，さらにSPとEPとの相関を認める研究を同じグループにま
とめるというように諸研究問の相互関係も図示する。そして，その作業から上図を作成
する。その際，著者は「相関なし」という結論を出す知見は，企業行動を理論的・実践
的に理解する作業を放棄することにつながるという理由でもって，無視する。
　上図では，知見（ユ）は正の相関あり
　　　　　　知見（2）は負の相関あり
　　　　　　知見（3）は逆U字相関あり（ある点までは正の相関，それをすぎると負
　　　　　　　　　　の相関に向かう），である。
　著者は，知見（1）の聞題点としてSPとEPとの因果関係の実証がむづかしいことを
指摘するが，McGuireたちの「EP説明変数説」は，その難問の克服に向けて貢献して
いると評価する。彼らの説の今後の課題は，バブル期のようにEPとSPとがいつまで
も右肩上がりに継続するわけではないので，そうした変化する動態を説明する理論の構
築とその変化に対応する実践的な社会戦略の展開にあると著者は述べる。また，「EP
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図15－5　長期動態的な「均衡的社会責任」
EP
　　　　　　　　　長期的企業オプテイマム
　　　　　　（
　／↑＼　j
’一一一一」　　一一一」　　一一一・長期的企業ミニマム
SPt　　　　SPt＋1　　　SPt＋王　SP
説明変数説」は経済責任を重視するが，それよりもまず法的責任をはたされなければな
らないことも考慮すべきであることも指摘される。
　知見（2）の場合，著者によれば，なぜそうした現象が生じるのかの説明がほとんどな
いのである。そこで著者は，まず，「SP説明変薮説」により，高（低）SPは高（低
い）コストになり，それが低（高）EPになるというコスト論を環境汚染にかんする
「囚人の告白」の例でもって，具体的，理論的に説明する。しかし，著者は，互いに競
争している企業の行動ぽそれぞれ独立しており，またCSRはゼロサム・ゲームの対象
となるような問題ではないために、「囚人の告白」モデルではほとんど解明できないと
する。また，「EP説明変数説」でもってすると，逆相関の場合，高EP一低SPという
因果関係になるが，必然的にそのような因果関係が生じるとは限らないと指摘する。
　知見（一3）は，すでに上で述べた通産方式企業考課によって示されている回著者は，同
省の噺しい経営力指標：定性要因による企業評価の試み』（ユ976）のなかにある「社
会的責任の遂行度が増大すると，財務業績，モラールはともにはじめは増加していくが，
ある点をすぎるとそれはサテユレイトするか，低滅する。」……という指摘をそのよう
な知見の例として提出する。そして著者は「一般化すると，規範理論がいうように，
CSRの実践は環境主体の好意を醸成し，企業行動の正当性を高めて，EPが向上する。
このようなSP・EPの善性循環をより有効にするため，傘業はよゆ多くの資源を投入し，
CSRの実践内容を社会貢献の方向へと自発的に拡大する。しかし，貴源揮入が詐容限度
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に近づくにつれ，善性循環の効果は低減し，やがてその限度を超えると，逆相関の効果
が現れてくる」と説明する。そして，著者はEPが最高になるSPの状態を「均衡的
社会貢任（均衡的CSR）」と名づける。
　著者によれば，この「均衡的社会責任」は，状況が変化すればその均衡が破れる，本
質的に短期的均衡概念であり，それゆえ，企業は主体的にSPとEPの新しい均衡を
実現する必要があるといえる。それも上図のように水平的シフトでなく，企業の社会戦
略により右上がりの長期的企業オプティマムを目指すことが要講せれる。というのは，
環境主体の期待が時代の種移とともに高度化するという「責任発達の論理」が作用する
からである。
　このような薯者の論理展開はきわめて説得的であり，支持できるものである。
　第16章では，まずマズローの欲求段階説による，CSRが法的貢任，経済的責任，制
度的貢任，社会貢猷というように低次責任から高次責任へと移行することが指摘される。
ただ，その場合，注意すべきは，どの次元でも，公害防止の法律の例のように，責任の
範囲が拡大する傾向にあること，また先行する責任は次の責任次元に移行しても，果た
される必要があることである。次にCSRの担当部局の設置などのような企業の実践体
制の整備と社会戦略の必要性が指摘される。そして，最後に著者は，占部都美教授など
の社会戦略の先行研究を吟味，批判して，著者自身の考えを明らかにする。それによれ
ば，経営戦略は，経営理念を実現するための手段選択の原理であり，本業を対象とした
通常の経営戦略と社会的少数派の雇用・登用のような制度的責任とメセナのような社会
貢献を対象とした社会戦略より構成されている。著者はさらに社会戦略の枠組をドメイ
ンとアウトドメインに区別する。前者は本業に関連するものであり，後者はさらに本業
の周辺領域と外延領域に分けられる。著者によるこれら3者の例は，（育児・ボラン
ティアr休暇制度（ドメイン関連），インキューべ一タ事業（周辺領域），社会福祉支援
（外延領域）である。
　さらに著者は，キャノン株式会社におけるオプタコンなどの実例をあげて，著者の理
論を裏づけている。また著者は，これらのCSRの項目がどの程度実現されているかを
評価・溺定し，その結果が社会載略の見直しへとフィードバックされる必要があること
を強調する。
　結章では，まず，CSRの実践面の4つの注意事項が指摘される。すなわち，本業と
関係のない陰徳としてではなく，本業と理念的に一体になっていること，CSRの内容
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には，法的貢任からはじまる基本的優先順位があり，それを無視すべきでないこと，
CSRのための独自資源を明確にすること，主体性と独自性をはっきりすること，である。
　研究面では，まず，本書の立場が，「ステークホールダー概念や協働システムの概念
を包摂しながら，基本的には制度的接近によってCSRを展開」し，経営学的には実践
理論の立場をとっていることが明らかにされ糺さらに著者の構想が前掲の修正3次元
モデルで表されることを指摘する喧他の方法による研究，すなわち技術論的研究や実証
理論研究は，測定・評価方法の改善および有益な知見をもたらしたが，著者は，それら
の成果を「規範理論と統合し，新たな実践的命題に展開する作業をしなければならない
と主張する。本書は，そのような試みの端緒となるべく，「長期的企業オプティマム」
の命題を提示した。この命題の精鰻化ないし精錬化がこれからの具体的課題となる」と
述べて，筆をおいている。
4
　本書は以上のように豊富で，充実した内容をもつ優れた研究書である。企業の社会的
責任の研究者のみならず，実践側の実務家にも有益な知見を与えてくれる竈資料の面で
も，K．E．Aupperleから直接にデータを入手したりし完壁を期している。また，参考文
献の数の多さは，著者の目配りの深さと広さを証明している。
　著者の提唱する「長期的企業オブティマム」の考え方も，企業にたいする社会の要求
水準が高くなった今日の社会状況を考慮すると，企業に是非，実践してほしいパラダイ
ムである。いずれにしても，そこに盛られている，膨大な情報量からすると，本書は企
業社会責任の最新のハンドプックとしても使える。おそらく，今後，この分野の研究を
志すものは，まず本書を繕き，これまでの知の蓄積をマスターする必要があろう。また
，企業社会責任の研究者は，自分自身，一人の市民として，企業のステークホルダーで
あり，企業の行動になんらかの責任をもつ必要がある。本書は，研究者が研究対象にそ
うした主体健をもとうとするとき，どのようなアプローチが可能かも教えてくれる竈す
なわち，本書は，研究者にとって王研究活動と現実の動向とを乖離させないために，著
者のいう第ユ局面，第2局面，第3局面のどれを志向すべきか，あるいはそれらの局面
の問題点は何かに関して指針を与えてくれる，貴重な研究である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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